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ごみ処理施設用地選定の現状把握と合意形成の過程に関する研究 

                               金谷研究室  1212022  鈴木貴晶 

 

１．背景・論点 

一般廃棄物の処理処分は市町村の業務とされてお

り，市町村内部におけるごみ処理施設の設置場所を

めぐって従来から立地紛争が繰り返されてきた
 1）．

このような反対運動は、新規ごみ処理施設の立地場

所の選定過程の不透明さや情報の公開不足をきっか

けとしていることが多い．こうしたことから近年で

は，公共事業を行う際には事業の計画過程や計画の

妥当性についての説明責任を果たすことや，住民と

の合意形成の必要性が重要視されている 2）．また，

立地選定後に地域住民の了解を得るという，従来の

施設立地形式は，市民の環境意識の高まりと共に

益々困難となってきていることから，立地候補地を

地域住民から提案してもらう公募形式が，高レベル

廃棄物処分場や PFI 方式の産業廃棄物処分場で取り

入れられつつあり，新たな施設立地のあり方として

注目されている 3）． 

ごみ処理施設用地選定に関する先行研究として，

清水の「廃棄物処理施設の立地と住民合意形成」1）

や，石坂らの「公募形式による一般廃棄物処理施設

の適地選定」3）があるが，ごみ処理施設用地選定に

関する合意形成の過程の整理はされていない． 

 

２．研究の目的・意義 

 そこで本研究では，ごみ処理施設用地選定の現状

把握を目的 1 とし，ごみ処理施設用地選定の合意形

成の過程の整理を目的 2とする．  

 本研究の意義は，今後，ごみ処理施設を新しく立

地建設する市町村や，広域処理組合の参考資料とな

ることである． 

 

３．研究方法  

(1)新規ごみ処理施設建設における用地選定やその

際の合意形成の現状について，文献調査を行う．  

(2)滋賀県近江八幡市の担当者を対象に，本アンケー

ト票作成に向け，調査票に関する相談や，近江八幡

市のごみ処理施設用地選定について調査する． 

(3)環境省の循環型社会形成推進交付金サイト 4）に記

載の内示情報より，エネルギー回収推進施設か，最

終処分場で交付金を受け取っている 321 の事業主体

（市町村 174＋広域組合 147）を対象に本アンケート

調査を行う（表 1）． 

(4)本アンケート調査に回答があった 129の事業主体

を対象に，ごみ処理施設用地選定の合意形成の過程

について，追加アンケート調査を行う（表 2）． 

(5)以上の調査結果を踏まえて，ごみ処理施設用地

選定の合意形成の過程について整理する． 

 

表 1 本アンケート調査票（一部抜粋） 

 

 

表 2 追加アンケート調査票（一部抜粋） 

 

 

４．結果および考察 

(1)ごみ処理施設用地選定の現状について（目的 1） 

1)ごみ処理施設用地選定方法の全体傾向 

 ごみ処理施設用地選定において，回答を得た 125

主体のうち，現地建て替えを実施していない事業主

体は 73主体あり，58%を占めている．また，応募形

式を実施した事業主体は，回答を得た 122主体のう

ち 5 主体あり，全体の 4%であった．この 5 主体を

それぞれ A 市，B 市，C 組合，D 組合，E 連合と以

下表記する．C 組合は 2 市 1 町，D 組合は 3 市，E

連合は 1 市 2村の市町村で施設を利用している． 

 ごみ処理施設用地選定方法の近年の傾向について

表 3に示す． 

 

表 3 ごみ処理施設用地選定方法と施設建設用地決定年

のクロス集計表（n=70） 

 

施設の現地建て替えの有無
応募形式実施の有無・理由

選定委員会
外部の専門家を含めた選定委員会の有
無・時期
明確な評価基準の有無・内容
評価基準への地域住民の意見の取り入れ
の有無
評価基準に関する説明会の有無
現地調査の有無・内容
地域振興策の有無・内容
地域振興策に関する説明会の有無
地域振興策以外の優遇措置の有無・内容
地域住民の反対意見・要望の有無・内容
反対意見・要望の解消方法
応募形式の検討の有無
応募形式を行わなかった理由
用地選定方法の内容

ごみ処理施設用
地選定方法

地域振興策

地域住民の反対

応募形式でない
場合

応募された用地
の選定

検討した用地
選定方法

用地選定実施以前の他の用地選定方
法検討の有無・内容
土地は購入地か借地か
地主や地元自治会との立地年数に関
する約束事の有無・内容
土地は購入地か借地か
地主や地元自治会との立地年数に関
する約束事の有無・内容

旧施設

新施設

～2005 2006～20102011～2015

応募有り ― 0 1 3 4

現地建て替
え

4 3 19 26

現地建て替
えでない

16 16 8 40

20 20 30 70合計

合計
応募形式の

有無
現地建て替
えの有無

施設建設用地決定年月

応募無し
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表 3から，2011～2015年では，現地建て替えを行

った事業主体が 19 主体あり，最も多いことが分かる．

次に現地建て替えを除いた場合を考える．2011～

2015 年，2006～2010 年，～2005 年それぞれにおい

て，応募形式を実施した事業主体の割合が 27%，6%，

0%であることが分かる．この結果から，応募形式を

実施した事業主体の割合は，過去と比べて増加して

いることが分かる．また，表 3より，応募形式を実

施した事業主体が増加し，応募形式を実施していな

い事業主体が減少していることからも，今後，現地

建て替えを実施しなかった場合，応募形式の割合が

さらに増加するのではないかと考えられる． 

2)応募形式によるごみ処理施設用地選定 

 応募形式を実施した 5主体のうち，応募形式を実

施した理由として，「行政主導では不可能と考えた」

をあげた事業主体が 4 主体あり，80%を占めている．

この結果から，応募形式を実施した多くの事業主体

では，行政主導では用地選定が不可能と考えた結果，

より地域住民が主導である応募形式という用地選定

方法を選択したのではないかと考えられる． 

 外部の専門家を含めた用地選定委員会がある事業

主体は，5 主体のうち 3 主体であり，60%を占めて

いる．その 3主体全てにおいて，学識経験者が委員

会に含まれている．なお，外部の専門家を含めた用

地選定委員会が存在しない E 連合でも，用地選定委

員会はあり，学識経験者からの意見聴取を行ってい

る． 

3)応募形式以外によるごみ処理施設用地選定 

 応募形式以外によるごみ処理施設用地選定を実施

した事業主体において，用地選定方法として応募形

式を検討した事業主体は回答を得た 99主体のうち 3

主体あり，3%であった．その 3主体では何らかの理

由で応募形式によって用地決定しなかったことが分

かる．そのため，応募形式によるごみ処理施設用地

選定について調査する上で，この 3主体の用地選定

の過程について注目することも意義があると考える．

これら応募形式を検討した事業主体を，それぞれ F

市，G市，H 連合と以下表記する． 

 ごみ処理施設用地選定に応募形式を実施しなかっ

た理由として，「行政主導の方が良いと考えた」を選

択した事業主体が，回答を得た 99主体のうち 39主

体あり最も多い．また，応募形式を検討した事業主

体については，F 市では「応募形式を実施したが応

募がなかった」，G市では「行政主導の方が良いと考

えた」，「現地建て替えを行った」，H連合では「応募

形式を実施したが応募がなかった」という回答があ

った．この結果から，G 市では，ごみ処理施設用地

選定方法として応募形式を検討はしたが，実際には

実施せず，現地建て替えを実施したことが分かる． 

外部の専門家を含めた用地選定委員会がある事業

主体は，回答を得た 94主体のうち 14主体あり，15％

であることが分かった． 

 ごみ処理施設用地選定方法と，外部の専門家を含

む用地選定委員会の関係について，表 4に示す．表

4 より，応募形式を実施した全ての事業主体におい

て，外部の専門家を含む用地選定委員会がある，も

しくは外部の専門家に意見聴取を実施していること

が分かる．また，応募形式を実施していない事業主

体では，外部の専門家を含む用地選定委員会がある，

もしくは外部の専門家に意見聴取を実施した事業主

体数は，16 主体あり，32%であることが分かる．こ

の結果から，応募形式を実施していない事業主体と

比べて，応募形式を実施した事業主体では，外部の

専門家を含む用地選定委員会がある，もしくは外部

の専門家に意見聴取を実施した事業主体の割合が多

いことが分かる．この理由として，現在では，応募

形式によるごみ処理施設用地選定を実施している事

業主体が少なく，今後増加していくことが考えられ

る用地選定方法であることから，外部の学識経験者

などの専門的な知識が，他の用地選定方法と比べる

と必要なことが推測できる． 

 

表 4 ごみ処理施設用地選定方法と外部の専門家を含む

用地選定委員会の有無のクロス集計表（n=54） 

 
※( )内は各合計に対する割合を示す 

 

(2)ごみ処理施設用地選定の合意形成の過程につい

て（目的 2） 

1)応募形式によるごみ処理施設用地選定 

 応募形式を実施し，追加アンケート調査に返信が

あった A市，B 市，C 組合のうち，B市と C組合で

応募形式実施以前に他の用地選定方法の検討があっ

た．その検討内容は，2 主体とも「行政主導により

候補地を選出」を選択し，C組合は「現地建て替え」

も検討していた． 

 新施設用地の所有形態は，3 主体全て購入地であ

る．その中の B市だけで地元自治会と立地年数の上

限に関する約束事があり，概ね 25年であることが分

かった． 

2)応募形式以外によるごみ処理施設用地選定 

応募形式以外によるごみ処理施設用地選定を実施

外部の専門
家に意見聴
取有り

外部の専門
家に意見聴
取無し

応募形式
有り

3(60%) 1(20%) 1(20%) 5(100%)

応募形式
無し

14(20%) 3(4%) 54(76%) 71(100%)

合計 17(22%) 4(5%) 55(73%) 76(100%)

委員会
有り

委員会無し応募形式
の有無

外部の専門家を含む用地選定委
員会の有無

合計
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した事業主体における，新施設の建設場所について

述べる．「旧施設と同敷地内に新施設を建設（a）」が

28 主体，「旧施設の敷地を拡張して新施設を建設（b）」

が 25主体，「旧施設の敷地の近く（同自治会）に新

施設を建設（c）」が 15 主体，「旧施設の遠く（異な

る自治会）に新施設を建設（d）」が 27主体，「その

他（e）」が 10主体という結果となった．本研究では

以後，a と b を「現地建て替え」，c と d を「現地建

て替えでない」とする． 

用地選定実施以前の他の用地選定方法の検討の有

無について表 5に示す．  

 

表 5 用地選定実施以前の他の用地選定方法の 

検討の有無（n=66） 

 

※( )内は各合計に対する割合を示す 

 

表 5より，応募形式以外によるごみ処理施設用地

選定を実施した事業主体において，用地選定実施以

前に他の用地選定方法を検討した事業主体は 26%で

あることが分かる．これより，応募形式以外による

ごみ処理施設用地選定を実施した事業主体では，用

地選定実施以前の他の用地選定方法の検討が比較的

少ないと言える．また，現地建て替えを行った事業

主体だけで，応募形式によるごみ処理施設用地選定

が検討されたことが分かった． 

応募形式以外の用地選定方法による新施設の建設

場所と，旧施設用地の所有形態の関係を表 6に示す．

表 6 より，a，b，c，d，全ての新施設の建設場所に

おいて，旧施設用地の所有形態では「購入地」が多

いことが分かる．表 6において，「その他（e）」を除

いてカイ二乗検定を行った．残差分析の結果，「旧施

設の敷地を拡張して新施設を建設（b）」では，旧施

設の所有形態として「借地」が有意に少なく，「旧施

設の敷地の近く（同自治会）に新施設を建設（c）」

では，旧施設の所有形態として「借地」が有意に多

い結果となった． 

 

表 6 旧施設の所有形態（n=99） 

 

※( )内は各合計に対する割合を示す 

 

 新施設用地の所有形態は，回答を得た 103主体の

うち 74%が「購入地」であり，16%が「借地」であ

ることが分かった．新施設において，地元自治会と

の立地年数の上限に関する約束事がある事業主体は，

回答を得た 84 主体のうち 27%であり，その約束の

上限の平均値は 22.6年であった．応募形式を実施し

た B市では，新施設における地元自治会との立地年

数の約束の上限が概ね 25年であることから，新施設

における地元自治会との立地年数の約束にあまり差

はないことが分かる． 

新施設用地において，地主との立地年数の上限に

関する約束事がある事業主体は，回答を得た 18 主体

のうち 35%であり，その約束の上限の平均値は 24.2

年である．これより，新施設における，地元自治会

と地主との立地年数の約束の上限の平均値がそれぞ

れ 22.6年，24.2年であることから，地元自治会と地

主との間に，新施設における立地年数の約束の上限

にあまり差はないと言える．また，旧施設と新施設

における，地元自治会と地主との立地年数の約束の

上限の平均値の平均がそれぞれ 15.5 年，23.4年であ

ることから，新施設における立地年数の約束の上限

の方が7.9年長いことが分かる．この理由としては，

ごみ処理施設の長寿命化が理由として考えられる． 

 

５．結論 

(1)ごみ処理施設用地選定の現状把握（目的 1） 

現地建て替えを実施していない事業主体は 58%で

あり，応募形式を実施した事業主体は 4%であった．

応募形式を実施した事業主体は現在では少ないが，

現地建て替えを除いた場合，応募形式を実施した事

業主体が増加し，実施していない事業主体が減少し

ていることから，今後，現地建て替えを実施しなか

検討有り 検討無し
旧施設と同敷地
内に新施設を建

設（a）
8(30%) 19(70%) 27(100%)

旧施設の敷地を
拡張して新施設
を建設（b）

6(27%) 16(73%) 22(100%)

旧施設の敷地の
近く（同自治
会）に新施設を
建設（c）

5(36%) 9(64%) 10(100%)

旧施設の遠く
（異なる自治
会）に新施設を
建設（d）

1(8%) 12(92%) 7(100%)

0(0%) 2(100%) 2(100%)

20(26%) 58(74%) 78(100%)

他の用地選定方法の
検討の有無 合計

その他（e）

合計

現地建
て替え

現地建
て替え
でない

現地建
て替え
の有無

新施設の建設場
所

借地 購入地
旧施設と同敷地
内に新施設を建

設（a）
3(11%) 25(89%) 28(100%)

旧施設の敷地を
拡張して新施設
を建設（b）

0(0%) 24(100%) 24(100%)

旧施設の敷地の
近く（同自治
会）に新施設を
建設（c）

6(38%) 10(62%) 16(100%)

旧施設の遠く
（異なる自治
会）に新施設を
建設（d）

3(12%) 23(88%) 26(100%)

2(40%) 3(60%) 5(100%)

14(14%) 85(86%) 99(100%)

合計

現地建て替
え

現地建て替
えでない

その他（e）

合計

現地建て替
えの有無

新施設の建設場
所

旧施設の所有形態
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った場合，ごみ処理施設の用地選定では，応募形式

の割合がさらに増加することが考えられる． 

 応募形式を実施した事業主体では，応募形式を実

施した理由として，「行政主導では不可能と考えたた

め」が 80%を占めている．これより，応募形式を実

施した多くの事業主体では，行政主導ではごみ処理

施設用地選定が不可能と考えた結果，より地域住民

が主導である，応募形式という用地選定方法を選択

したのではないかと考えられる． 

 応募形式以外によるごみ処理施設用地選定を実施

した事業主体において，応募形式を検討した事業主

体は 3%であり非常に少ないことが分かった． 

 応募形式以外によるごみ処理施設用地選定を実施

した事業主体と比べて，応募形式を実施した事業主

体では，外部の専門家を含む用地選定委員会がある，

もしくは外部の専門家に意見聴取を実施した事業主

体の割合が多い．この理由として，現在では応募形

式を実施している事業主体が少なく，今後増加して

いくことが考えられる用地選定方法であることから，

外部の学識経験者などの専門的な知識が，他の用地

選定方法と比べると必要なことが考えられる． 

(2)ごみ処理施設用地選定の合意形成の過程の整理

（目的 2） 

 応募形式によるごみ処理施設用地選定を実施した

事業主体では，応募形式実施以前に他の用地選定方

法を検討した事業主体は 67%を占めている． 

応募形式以外によるごみ処理施設用地選定を実施

した事業主体において，用地選定実施以前に他の用

地選定方法を検討した事業主体は 26%であり，用地

選定実施以前の他の用地選定方法の検討が比較的少

ない．また，現地建て替えを実施した事業主体だけ

で，応募形式によるごみ処理施設用地選定が検討さ

れていることが明らかとなった． 

応募形式以外の用地選定を実施した事業主体では，

全ての新施設の建設場所で，旧施設用地の所有形態

として「購入地」が多いが，「旧施設の敷地を拡張し

て新施設を建設（b）」では，旧施設の所有形態とし

て「借地」が有意に少なく，「旧施設の敷地の近く（同

自治会）に新施設を建設（c）」では，旧施設の所有

形態として「借地」が有意に多いことが分かった． 

 新施設において，地元自治会との立地年数の上限

に関する約束事がある事業主体が 27%であり，その

約束の上限の平均値は 22.6 年であった．応募形式を

実施した事業主体では新施設における地元自治会と

の立地年数の約束の上限が概ね 25 年であることか

ら，応募形式を実施した事業主体との新施設におけ

る，地元自治会との立地年数の約束の上限にあまり

差はないことが考えられる． 

新施設における，地元自治会と地主との立地年数

の約束の上限の平均値がそれぞれ 22.6年，24.2 年で

あることから，地元自治会と地主との間に，新施設

における立地年数の上限に関する約束事に差はあま

りないと考えられる．また，旧施設と新施設におけ

る，地元自治会と地主との立地年数の約束の上限の

平均値の平均がそれぞれ 15.5 年，23.4 年であること

から，新施設における立地年数の約束の上限の方が

7.9年長いことが分かる．この理由としては，ごみ処

理施設の長寿命化が理由として挙げられる． 

(3)本研究全体を通しての考察 

本研究により，ごみ処理施設用地選定の現状を明

らかにし，応募形式，現地建て替え，行政主導とい

ったそれぞれの用地選定方法ごとについて整理する

ことができた． 

近年，ごみ処理施設用地選定において，応募形式

を実施，または検討している事業主体が多いのでは

という指摘もあるが，実際は異なり現在は少ないこ

とが分かった．しかし，現地建て替えを実施してい

る事業主体を除いた場合，応募形式による用地選定

は増加傾向にあることも明らかとなった． 

ごみ処理施設用地選定には，用地決定に結びつい

た用地選定方法以外に，他の用地選定方法を検討し

ている場合があり，近年の用地選定方法の傾向から，

応募形式を検討する事業主体が増加すると考えられ

る．ごみ処理施設用地選定は，その地域に最適な方

法を追求していくことが必要であるため，今後，現

地建て替え，行政主導による用地選定だけでなく，

応募形式を含めた中で，最適な選定方法を検討・実

施されるべきである．またその際には，旧施設にお

ける地元自治会や地主との約束事や，応募形式に対

する住民の理解を考慮する必要があると考える． 

 ごみ処理施設用地選定においては，建設候補地の

地域住民や地域周辺住民との合意形成が不可欠であ

る．本研究では，ごみ処理施設用地選定を実施する

事業主体側からの合意形成の過程について整理し，

考察を行った．そのため，今後，ごみ処理施設用地

選定の合意形成を促進させるためには，建設候補地

の地域住民や地域周辺住民からの視点で調査を実施

することが必要であると考える． 
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